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第 1 章 緒言 

 

1.1 成年後見制度と介護保険制度 

 成年後見制度は介護保険制度と同じ 2000 年に発足した。判断能力が低下した者が適切

な介護サービスを選択、利用することを支援するとして期待され、介護保険制度とは車の

両輪であると表現された。しかし、成年後見制度の利用者数については、制度開始以降増

加傾向が続いているが、利用対象となる認知症患者・知的障害者・精神障害者の数、とり

わけ認知症患者数の増加をみるとニーズがある人の間での利用率は 2％程度に留まってい

る。介護支援専門員は、利用者の判断能力の程度や経済・家族状況等の生活上の課題を把

握する職種であり、成年後見制度のニーズがあると思われる利用者に対しては、制度の利

用につなげる支援を行うことが求められている。先行研究においては、地域包括支援セン

ターの職員や入所施設等の勤務者を対象とした意識調査に基づき、介護支援専門員が制度

の利用を積極的に進めない理由として成年後見制度に関する理解不足や支援は地域や家族

に任せるべきとの考えがあることが指摘されているものの、居宅介護支援事業所に所属す

る介護支援専門員を対象に量的調査に基づき、成年後見制度の利用支援意向の関連要因と

した研究はない。 

 

1.2 研究の目的 

 本研究では、居宅介護支援事業所に所属する介護支援専門員における成年後見制度の利

用支援意向の関連要因を明らかにすることを目的とした。先行研究の知見に基づき関連要

因として、主として介護支援専門員の成年後見制度に対する理解の不足、制度に対する多

様な認識を取り上げた。 

 

第 2 章 研究方法 

 

2.1 調査対象と調査方法 

 東京都江東区、文京区、墨田区の全居宅介護支援事業所 205 事業所に所属する介護支援

専門員 543 人を対象に、自記式調査票を郵送した。調査期間は 2019 年 11 月 1 日～2020 年

2 月 28 日であった。 

 

2.2 調査項目 

2.2.1 関連要因 

以下、(1)から(6)を要因として位置づけた。(1)属性：年齢、性別、介護支援専門員資格

（介護支援専門員か主任介護支援専門員か）、取得資格、介護支援専門員としての勤務年数、

ケアプラン担当数、(2)成年後見制度に関する研修参加、(3)成年後見制度に関する情報収

集、（4）成年後見制度に関する知識、（5）成年後見制度に対する認知、(6)制度の利用ニー

ズのある事例の経験 

2.2.2 成年後見制度の利用支援意向 



 

２ 

 

①不動産の処分の必要、②介護施設への申し込み、③支出管理、④公共料金等の滞納、

⑤管理すべき財産が多額、⑥悪質商法、⑦経済的虐待、⑧その他の虐待、⑨診療・入院契

約、⑩介護・福祉サービスの利用契約、⑪身寄りがいない、⑫親族が疎遠、といった事例

について、利用支援意向を把握した。 

 

2.3 分析 

 成年後見制度の利用支援意向を従属変数に、上記 2.2.1 の（1）～(6)の要因を独立変数

として位置づけ、重回帰分析を実施した。 

 

第 3 章 結果 

 回収された調査票は 111 であった（回収率 20%）。そのうち無回答の 2 票を除き 109 票を

分析の対象とした。単相関の結果、成年後見制度の情報収集を日ごろからしている人、法

定研修で成年後見制度の学習をしたことのある人、家族依存指向の強い人で、利用支援意

向が有意に強かった。成年後見制度の知識がある人で成年後見制度の利用支援の意向が有

意に低かった。重回帰分析の結果、成年後見制度に関する情報収集を日ごろからしている

人で利用支援意向が有意に強かった（P<.05）。さらに法定研修での成年後見制度の学習経

験がある人で利用支援意向が強い傾向にあった（P<.10）。 

 

第 4 章 考察 

 本研究では、成年後見制度に関する情報収集を日ごろからしている人で成年後見制度

の利用支援の意向が有意に強いという結果であった。この結果は、成年後見制度の利用支

援の意向の高さが原因であり、結果として成年後見制度に関する情報収集を日ごろから

行っているという可能性もあるが、成年後見制度に関する情報収集の結果として成年後見

制度の利用支援の意向が喚起された可能性もある。加えて、実務研修で成年後見制度を学

習する機会があったことが、10％有意水準であったが、成年後見制度の利用支援の意向を

促すように作用していた。法定研修である実務研修の場で成年後見制度についてきちんと

学習する機会を得ることが、成年後見制度の利用支援の意向を喚起することに貢献してい

る可能性が示唆された。 

他方、本研究においては、家族依存の指向が高い、あるいは成年後見制度に関する知識

が乏しいという、これまで成年後見制度の利用が進展しない理由として指摘されてきた認

知的な要因を分析モデルに加え、その影響を分析した。分析の結果、いずれの要因とも介

護支援専門員の成年後見制度の利用支援の意向を有意に高めることに貢献していなかった。

本研究では、このような認知的な要因は、利用支援意向の喚起にはあまり影響しないこと

が示唆されている。興味深いのは、有意ではないけれども、家族への依存志向が高いこと

が利用支援を強めるように、また成年後見制度に関する知識が豊富であることが利用支援

を弱めるように作用していたという、すなわちその方向性が逆の結果が観察されたことで

ある。有意でなかったことから、その理由に言及するのは慎重である必要があるが、以下

のような可能性もあるのではないかと推察される。成年後見制度に関する知識に関しては、

知識が豊富であることはその制度の良い面だけでなく様々な困難な点も併せて理解するこ

とになる、そのことが利用支援を躊躇させることにつながった可能性がある。家族への依



 

３ 

 

存指向については、家族を優先させることを指向してはいるけれども、現実はそれに依拠

した対応ができない場合も多いことから、その結果として成年後見制度の利用支援の可能

性も探るということにもつながるのではないかと思われる。 

本研究では、成年後見制度の利用へのニーズが高まると思われる事例の経験を取り上

げ、それを多く経験している人では、成年後見制度へのニーズが喚起され、その結果とし

て利用支援の意向が強まるのではないかという仮説を立て、その検証を試みた。分析の結

果、有意な影響は観察されず、有意な影響ではなかったものの、むしろ事例を多く経験し

た人では利用支援の意向が低いという結果であった。このことから、本研究で提示した事

例については、介護支援専門員は成年後見制度を利用せずにほとんど支障なく対応できて

いることから、成年後見制度へのニーズの喚起へとつながらなかった、むしろ利用支援の

意向を下げることに貢献したのではないかと思われる。 

本研究の問題点に触れておきたい。第 1 には分析モデルに関する問題である。本研究

では、①成年後見制度に関する情報との接触、②制度に関する知識、家族依存指向という

認知的要因、加えて、③成年後見制度への利用支援の意向の喚起につながるであろう事例

の経験、という 3 要因に着目し、介護支援専門員の成年後見人制度の利用支援への意向

に関連する要因を分析した。しかし、多くの要因で有意な影響が観察されなかった。その

理由には、研究蓄積がほとんどない領域であったことから、要因の分析に際しては妥当

性・信頼性が確保された尺度を用いることができなかったことも一因している可能性があ

る。妥当性・信頼性のある尺度を用意し、本研究の結果を追試することが必要である。加

えて、2016 年から新たに「権利擁護」に関する科目が設定された 15。この影響について

も分析モデルに加える必要がある。 

第 2 には、調査票の回収率の低さである。研究目的を明示して調査への協力依頼をし

たことから、調査に応じた人は、介護支援専門員の中でも相対的に成年後見制度やその利

用支援に興味や関心の高い人たちであろう。そのことによって利用支援を説明する要因の

分散が小さくなり、結果として有意な影響がある要因の検出が十分にできなかった可能性

がある。調査票の回収率を高める工夫を行い、本研究の追試を行う必要がある。  

 以上の問題点が含まれているとはいえ、介護支援専門員による成年後見制度の利用支援

意向に関連する要因については、これまで研究がないことから貴重な知見を提供してい

る。本研究の知見を実践に役立てるとすれば、成年後見制度の利用支援を介護支援専門員

が積極的に行うようにするには、実務研修などで成年後見制度を学習する機会をきちんと

設け、実践につながる知識や情報を得られるようにすることが必要である。 
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◎成年後見制度利用ニーズに対する介護支援専門員の支援に関するアンケート◎ 

2019 年  月 

桜美林大学大学院 

老年学研究科 

教授 杉澤 秀博 

 

桜美林大学大学院 

老年学研究科老年学専攻 

博士前期課程 2 年 清水 絵理 

      

 

１）この調査は、匿名で回収するため、個人名・事業所名が特定されることはありません。 

また、ご回答内容が研究目的以外に使用されることは一切ありません。 

２）ご回答は、あてはまる番号を○印で囲んでください。また、    内には具体的な数値を記入してく

ださい。 

３）「その他」をお答えになった場合は、（      ）内に具体的な内容をご記入ください。 

４）ご回答に迷う場合は、できるだけ近いものを選ぶようにしてください。 

 

◎  ご記入が終わりましたら、もう一度、回答漏れがないかお確かめください。 

◎  ご記入いただきました調査票は、 月 日（ ）までに投函してください。 

 

◎  清水 絵理（桜美林大学大学院 老年学研究科博士前期課程 2 年） 

   218j6006@s.obirin.ac.jp 

     〒130-0021 東京都文京区本駒込 2-3-5 

 

  

 

 

 

Q1 あなたの年齢はおいくつですか。 

 

   2019 年 9 月 30 日現在 :       歳 

 

Q2 性別は（○は１つ） 

１ 男 性    ２ 女 性 

 

Q3 介護支援専門員の資格について教えてください。（○は１つ） 

１ 介護支援専門員    ２ 主任介護支援専門員 

 

 

あなたご自身のことについて伺います。 

《ご記入にあたってのお願い》 

《ご記入が終わりましたら…》 

《この調査に関するお問い合わせは…》 
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 Q4 介護支援専門員の基礎資格となる資格について、お持ちの資格をすべて教えてください。 

 

 

 Q5 介護支援専門員としての勤務年数を教えてください。 

 

   2019 年 9 月 30 日現在 :       年       か月  

 

 

Q6  現在担当されている利用者数を教えてください。（要支援者も１として計算） 

 

   2019 年 9 月 30 日現在 :       人 

     

 

 

 

 

 

Q7 介護支援専門員・主任介護支援専門員の実務研修で、成年後見制度について学んだことがありますか。 

（○は１つ） 

１ ある    ２ ない 

 

Q8 成年後見制度に関する研修や勉強会に参加したことがありますか。（○は１つ） 

１ ある   ２ ない 

 

Q９ 成年後見制度の説明や情報提供を、利用者または利用者の家族に対して行ったことがありますか 

（○は１つ） 

１ ある   ２ ない 

 

Q10 成年後見制度に関する情報収集を日頃行っていますか。（○は１つ） 

1 該当する 2 やや該当する 3 あまり該当しない  4 該当しない 

 

 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

介護福祉士 

社会福祉士 

精神保健福祉士 

保健師 

看護師 

准看護師 

理学療法士 

作業療法士 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

医師 

歯科医師 

薬剤師 

助産師 

あん摩マッサージ指圧師 

はり師 

きゅう師 

栄養士 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

 

管理栄養士 

義肢装具士 

言語聴覚士 

歯科衛生士 

視能訓練士 

柔道整復師 

その他（         ） 

 

成年後見制度について伺います。 
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Q11 社会福祉協議会が実施している日常生活権利擁護事業について情報収集を行っていますか。 

（○は１つ） 

1 該当する 2 やや該当する 3 あまり該当しない  4 該当しない 

 

Q12 今後、成年後見制度の説明や情報提供を、利用者または利用者の家族に対して行おうと思いますか。 

（○は１つ） 

1 該当する 2 やや該当する 3 あまり該当しない  4 該当しない 

 

 

Q1３ 成年後見制度に対するイメージについて、以下の項目にお答えください。 

（○はそれぞれに１つ） 

 

あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い 

あ
て
は
ま
ら
な
い 

1）成年後見制度の主な利用目的は「財産管理」である 1 2 3 4 

2）成年後見制度の主な利用目的は「身上監護」である 1 2 3 4 

3）成年後見制度は、保有財産が多額の人が利用するも

のである 
1 2 3 4 

4）判断能力が低下している高齢者について、家族が同

居している場合には、成年後見制度を利用する必要

はない。 

1 2 3 4 

５）判断能力が低下している高齢者について、独居であ

っても家族や親せきがいる人は、成年後見制度を利

用する必要はない。 

1    2 3 4 

6）判断能力が低下している高齢者について、介護サー

ビスの契約は家族が行うべきである。 
1    2 3 4 

 

 

Q14 これまでに、担当した利用者を成年後見制度の利用につなげる支援を行ったことがありますか。 

（※利用につなげる支援…区役所・社会福祉協議会・地域包括支援センター・後見実施機関と利用者  

本人や家族との連絡調整） （○は１つ） 

1 ある    2 ない  

 

 

Q15 成年後見制度の市町村申立について知っていますか。（○は１つ） 

1 知っている    2 知らない  
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Q16 成年後見制度の申立にかかる費用の支払いが困難な方に対して、費用の助成があることを知っています

か。（○は１つ） 

1 知っている    2 知らない  

 

 

Q17 成年後見人へ支払う後見報酬の支払いが困難な方に対して、後見報酬の助成があることを知っています

か。（○は１つ） 

1 知っている    2 知らない  

 

 

Q18 市民後見人を知っていますか。（○は１つ） 

1 知っている    2 知らない  

 

 

 

 

 

 

Q19 認知症などにより判断能力が低下している利用者に対して、行ったことがある対応を教えてください。 

（○はそれぞれに１つ） 

 

ある ない 

1）利用者の金銭を口座から引き出す支援をしたことがある  1 2 

2）利用者の金銭を預かり、利用者がかかった医療機関への支払い

をしたことがある 
1 2 

3）医療機関や介護サービス事業所で、利用者の緊急連絡先として

自分の氏名、連絡先（事業所連絡先を含む）を記入したことが

ある 

1 2 

4）利用者の金銭を預かり、公共料金の支払いを代わりに行ったこ

とがある 
1 2 

5）利用者の金銭を事業所で預かり、金銭管理の支援をしたことが

ある 
1 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケアマネジメント業務について伺います。 
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Q20 あなたが担当する、認知症などにより判断能力が低下している利用者が以下の状況にある場合、 

ケアマネジャーとして成年後見制度の利用につなげる支援を行いますか。（〇はそれぞれにひとつ） 

  

 

あ
て
は
ま
る 

や
や
あ
て
は
ま
る 

あ
ま
り
あ
て
は
ま
ら
な
い 

あ
て
は
ま
ら
な
い 

1）不動産の処分（売却、賃貸、抵当権設定等）の必要

がある 
1 2 3 4 

2）介護施設に申し込みをする 1 2 3 4 

3）商品を次々購入する等、収入に見合った適切な支出

ができない 
1 2 3 4 

4）公共料金や税金、介護・福祉サービス利用料を滞納

している 
1 2 3 4 

５）管理すべき財産が多額（おおよそ 1,000 万円以上）

である 
1    2 3 4 

6）悪質な商法に騙されるおそれがある、又は過去に騙

されたことがある 
1    2 3 4 

7）家族や親族から預金や年金をとり上げられるなどの

経済的虐待を受けている又はその疑いがある 
1 2 3 4 

8）家族や親族から身体的虐待・性的虐待・ネグレクト

を受けている、又はその疑いがある 
1 2 3 4 

9）診療・入院契約が進まない 1 2 3 4 

10）介護・福祉サービスの利用契約が進まない 1 2 3 4 

11）本人に身寄りがいない 1 2 3 4 

12）本人に身寄りはあるが疎遠であったり協力を得る

ことが困難 
1 2 3 4 

 

 

 

◎ ご協力どうもありがとうございました。 ◎ 

成年後見制度につなげる支援を行う意向について伺います。 


